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第３章 経営計画における市場運営方針 

１ 今後の事業運営の方針 

   市場取扱量の減少傾向により今後の売上高割使用料収入の増収は見込めないことか

ら、経営の効率化を図るなど最大限の「企業努力」を実施することで事業運営の基盤

強化を図ります。 

   また、施設修繕については、取扱量予測等による中・長期的な視点で、施設の廃止

や規模縮小、民間資金の導入などを考慮しながら計画的に実施することで、身の丈に

あった効率的な経営を推進します。 

 

民間資金導入の例（青果部卸売業者が建設・管理している保冷倉庫） 

 

 

２ 運営基盤強化への取り組みに係る方針 

  本市では、平成18年度から平成22年度までの５年間を推進期間とする「第５次いわ

き市行財政改革大綱」と、その趣旨の具現化を図るためのアクションプログラムであ

る「第５次いわき市行財政改革行動計画」を策定しました。 

   大綱で定めた目的である「自主・自立の行財政運営の確立」の実現に向けた具体的

な取り組みとして、公営企業経営の健全化について推進していくこととしています。 

   市場事業においても、実態を的確にとらえた事業計画とともに、組織体制の見直し

など将来を見据えた経営の健全化に努めていきます。 
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第４章 経営計画における改善施策 
 

１ 経営計画の目標指標 

  行財政改革大綱に定められている「自主・自立の行財政運営の確立」という目的の達

成を図るため、次の目標指標を設定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政機構改革の実施による一般会計繰入金の削減 

 市場においては、これまでも適正な定員管理に努めてきたところですが、

今後とも事務の整理合理化を図り、より一層効率的な人員配置体制の確立す

るため、行政機構改革を実施し、一般会計からの繰入金を削減します。 

 市場事業特別会計への一般会計繰入金は単年度当たり約３千４百50万円

となっておりますが、その内訳は人件費に対し約２千50万円、公債費に対し

約１千４百万円となっております。 

本市の厳しい財政状況を考慮し、平成22年度までに一般会計からの繰入金

を公債費に対する約１千４百万円を目指し、行財政改革の目的である「最小

の経費で最大の効果」に取り組みます。 

組織のスリム化による職員数の削減 

一般会計繰入金の削減 
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２ 経営計画の目標指標の根拠 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政機構改革の実施による一般会計繰入金の削減 

 市場事業については、地方債元利償還金の２分の１（利子については平

成４年度以降借入のものに限る。）について一般会計から繰入がされた場合

は、その一部について必要に応じ地方交付税等において考慮されるもので

あります。（地方公営企業繰出金について：総務省自治財務局長通知） 

この考え方は、地方公営企業法等に定める経営に関する基本原則を堅持

しながら、地方公営企業の経営の健全化を促進し、その経営基盤を強化す

るためであります。 

市場事業といたしましても、準公営企業として独立採算制の原則から、

公債費に係る一般会計からの繰入金（基準内繰入金）以外は、使用料等の

収入をもって市場運営ができるよう事務事業を見直し、一般会計繰入金の

削減を図るものです。 

 

人件費 

 

20,500 千円 

一般会計繰入金 

公債費 

 

14,000 千円 

合 計 

34,500 千円 

公債費 

 

14,000 千円 

合 計 

14,000 千円 

現 在 経営計画策定 



 - 17 - 

３ 組織の再編方法 

  計画の目標指標を達成するためには、効率的・効果的な組織再編が重要となります。 

  このため、組織の再編については、縦割行政の弊害の解消と、効率的・効果的な執行

体系を確立するため、管理課を廃止し、１係とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 組織再編（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理係 

主な担当業務 

○施設の維持管理に関すること 

○予算編成・執行に関すること 

業務係 

主な担当業務 

○業者の事業報告等に関すること 

○仲卸業者の許可に関すること 

 

中 央 卸 売 市 場 

 

 

（仮称）業務管理係 

主な担当業務 

○施設の維持管理に関すること 

○予算編成・執行に関すること 

○業者の事業報告等に関すること 

○仲卸業者の許可に関すること 

再編前 

場     長 （１） 

次長兼課長 （１） 

主幹兼課長補佐兼 

市場検査員 （２） 

主任技査 （１） 

※電気機械等設備担当 

管 理 係 員 （４） 

業 務 係 員 （４） 

再編後 

場     長 （１） 

次     長 （１） 

主任技査（１） 

※電気機械等設備担当 

主任技査兼（仮称）業務管理係長

兼市場検査員 （１） 

合計 １４人 合計 １０人 

中 央 卸 売 市 場 

管  理  課 

主任技査兼係長（１） 

（仮称）業務管理係員 （６） 
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５ 職員数削減に係る年次スケジュール 

 １ 平成20年度に管理職２名削減 
   管理課を廃止し、係長が市場検査員を兼務することで主幹兼課長補佐を２名削減し、

人件費を削減します。 

 

 ２ 平成21年度に係員２名削減 
   卸売市場法の改正により、平成21年４月１日から委託手数料（注１）の弾力化（注

２）が図られることとなっています。 

   現在の委託手数料は、品目別に割合が決まっており、全国で一律となっております

が、平成21年度からは実質自由化となり、本市における委託手数料の割合次第によっ

ては卸売業者のみならず、出荷者においても不安と混乱が生ずる恐れがあります。今

後においては、そのような事態を避けるため、当該事務を慎重に進める必要がありま

す。 

このことから、当該事務に従事するための人員等を考慮し、定員の削減は、平成20

年度及び平成21年度において段階的に行うこととします。 

 

 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 合計

削減数 -2人 -2人 -4人

削減後職員数 14人 12人 10人 10人 10人
 

 

 

 

 ※注１「委託手数料」とは？ 

   卸売業者が、出荷者からの物品の販売価格を卸売市場におけるせり等の決定にゆだ

ね、決定された価格に応じて卸売業者が手数料を徴収するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

                       委託手数料 

                       10,000円×7%＝700円 

 

 

出 
 
 
荷 
 
 
者 

卸 
 
売 
 
業 
 
者 

仲 
 
卸 
 
業 
 
者 

例：梨100個の販売委託 例：梨100個 
10,000円 

委託手数料を除く売上 

9,300円 
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 ※注２「弾力化」とは？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 歳出予算における削減目標額 

 

 

 

                ＋ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市場使用料（売上高割使用料）の減額分 

９，４３８千円 

人件費への繰入分 

２０，５００千円 

２９，９３８千円 

委  託  手  数  料  の  割  合 

野   菜  8.5％ 

果   実  7.0％ 

鳥   卵  3.0％ 

水 産 物  5.5％ 

冷凍食品等  5.0％ 

花   き  9.5％ 

平

成

21

年

度

か

ら 

 
現 
 
 
 
在 

野   菜  ？％ 

果   実  ？％ 

鳥   卵  ？％ 

水 産 物  ？％ 

冷凍食品等  ？％ 

花   き  ？％ 

決定方法は次のいずれか 
 
① 卸売業者が決め届出制 
② 開設者が上限を定め届出制 
③ 開設者が上限を定めその範

囲内での承認制 
④ 開設者が定める 


